
④2030年までを「少子化反転のラストチャンス」と位置付け

②直近10年で出生数の減少が加速

１ 少子化に係る人口動向
③コロナ禍で婚姻件数も急減

【出典】国勢調査（総務省）、人口動態統計（厚生労働省）、日本の将来人口推計[令和５年推計・中位推計](国立社会保障・人口問題研究所)を基に作成

企 画 部 企 画 課
令和６年３月４日

【出典】人口動態統計（厚生労働省）を基に作成
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出生数と合計特殊出生率の推移
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（1947年～49年）

第２次ベビーブーム
（1971年～74年）22年間

22年間
第３次ベビーブームは
訪れなかったが、

出生数が120万程度で推移

1990年代生まれ世代が出産期を迎える
2030年までをラストチャンスと位置付け
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直近20年間の出生数の推移

【出典】人口動態統計（厚生労働省）を基に作成

①100年後には日本の総人口は5,000万人を下回る
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日本の総人口の推移・将来人口推計

1億人

2056年に
1億人を下回る

2120年に
5千万人を下回る

５千万人

年少人口（０～14歳）

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

【出典】国勢調査（総務省）、国勢調査に基づく人口推計（総務省）、日本の将来人口推計[令和５年推計・中位推計](国立社会保障・人口問題研究所)を基に作成

国は「異次元の少子化対策」を発表

令和５年４月 こども家庭庁の発足
・少子化対策の総合調整、省庁の縦割り打破等を目的に発足。

令和５年６月 こども未来戦略方針の策定
＜３つの基本理念＞
①若い世代の所得を増やす。
②社会全体の構造･意識を変える。育児負担が女性に集中している実態を変える。
③すべてのこども･子育て世帯を切れ目なく支援する。

令和５年12月 こども未来戦略の策定
・方針に基づき、具体の対策を位置づける戦略を策定。

資料４



①国の対策は、一律的な給付、無償化が中心

２ 少子化に関するこの間の国・都の動向 企 画 部 企 画 課
令和６年３月４日

国が掲げる主な対策

②都も、国に先立つような形で一律的な給付を展開

都が掲げる主な対策

・手当の所得制限撤廃
・高校生までの支給期間延長
・第３子以降の大幅増額

児童手当の
拡充

多子世帯の
大学授業料

無償化
育休給付の

給付率引上げ

・多子世帯（子が３人以上の
世帯）の大学授業料等の無
償化

・親の就労問わず保育所
等の利用を可能に
（上限月10時間）

０１８サポート

18歳まで月額5,000円

こども
誰でも通園
制度の実施

・休業前の８割相当から
10割相当へ

第２子保育料の
無償化
全世帯対象

高校生への
医療費助成

23区は自己負担なし

私立高校授業料
無償化
所得制限撤廃

「異次元の少子化対策」に値するのか！？

・少子化に係る根本的な分析がなされないまま、一時的なバラ
マキに終始しているのでは。

・年間3.6兆円の財源も不透明。永続的に維持可能な仕組みな
のか。

・若者世代の意識やライフスタイルの変化に対応できていない
のではないか。



⑤この20年で、若年層の賃金は下落

②未婚者の生活スタイルが変化 ③未婚者の出産に関する意識も大きく変化

３ 結婚・出産に関する意識の変化、就労環境の変化

④賃金と比例して男性の有配偶率は高くなる
【出典】出生動向調査（厚生労働省）を基に作成 【出典】出生動向調査（厚生労働省）を基に作成

【出典】令和４年版少子化社会対策白書（内閣府）を基に作成 【出典】令和４年版少子化社会対策白書（内閣府）を基に作成

企 画 部 企 画 課
令和６年３月４日

87.5%

75.4%

55.0%

85.4%

67.4%

36.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1992 1997 2002 2005 2010 2015 2021

（％）

（年）

結婚したら子どもは持つべきと考える未婚者
（18歳~34歳）の割合
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①未婚者の結婚意欲は減少

【出典】出生動向調査（厚生労働省）を基に作成
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日本経済は今､
どうなっているのか？



①日本の一人当たりGDPはG7で最下位
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４ 日本を取り巻く経済情勢
②この30年間、日本の賃金の伸び悩みも顕著

企 画 部 企 画 課
令和６年３月４日
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【出典】OECD

2000年以降、他国と比べて
日本の伸び悩みが目立つように
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【出典】令和4年版 労働経済の分析（厚生労働省）

少子化対策により、
少子化は克服できるのか？
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⑤若年層の非正規雇用は増

③雇用環境と出生率は相関
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【出典】労働力調査（詳細推計）（総務省）

④日本は失業率が低下したにも関わらず出生率も減
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日本 失業率と出生率推移
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完全失業率

【出典】労働力調査（総務省）、人口動態統計（厚生労働省）
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非正規雇用労働者の割合（25歳～34歳）の推移

女性・25~34歳

男性・25~34歳

社会進出により
減少傾向が

この20年で
増加傾向が続く

男女総数も高止まり

総数・25~34歳



③フランスは婚外子の上昇も出生数に影響①先進国は増加しているが、日本は人口減
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④先進国は、進行状況に差はあるが、確実に少子化が進行

５ 主要国の少子化に係る動向 企 画 部 企 画 課
令和６年３月４日

【出典】OECD

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

2.1

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

合計特殊出生率 推移

ドイツ
スウェーデン

フランス

日本

中国

韓国

日本と
ドイツが分岐

フランスや
スウェーデンでも
既に減少傾向
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【出典】国際連盟

少子化は人類の歴史の進展の結果ではないか！

・核家族化、ライフスタイルの多様化、女性の社会
進出などが進めば、少子化が進むのはある意味当然
の結果。

・現行の移民政策や婚姻制度を継続して、日本は生
き残っていけるのか。

・日本は、こうした現実を直視せず、楽観的な考え
のもと、国民受けの良い、効果が不透明な対策を続
けているのではないか。
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○フランスの主な子育て支援策
・事実婚カップルへの法的権利
付与（2006年）

・不妊治療の適用範囲の拡大。
2021年には未婚の単身女性も
対象に。

②ドイツは外国人が出生率を押し上げ
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